
関連法 

 

◆日本国憲法◆ （昭和 21 年 11 月 3 日憲法） 

第二十七条 

 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

○２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

○３ 児童は、これを酷使してはならない。 

第九十二条 

 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれ

を定める。 

第九十四条 

 地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、

法律の範囲内で条例を制定することができる。 

 

◆地方自治法◆（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号） 

第一条の二 

 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自

主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。 

第二条   

○２  普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づ

く政令により処理することとされるものを処理する。 

○14  地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めると

ともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。  

第十四条 

普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条第二項の事務に関し、条

例を制定することができる。 

第九十六条 

普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。  

五  その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結する

こと。 

第百四十九条 

普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。  

二  予算を調製し、及びこれを執行すること。 

第二百三十四条  

○３  普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札（以下この条において「競

争入札」という。）に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に



応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の

相手方とするものとする。ただし、普通地方公共団体の支出の原因となる契約について

は、政令の定めるところにより、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした

者のうち最低の価格をもつて申込みをした者以外の者を契約の相手方とすることができ

る。 

第二百四十四条の二 

○3  普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方

公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」と

いう。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。  

○4  前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業

務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。  

○5  指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。  

○6  普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  

○7  指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報

告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。  

 

◆地方自治法施行令◆（昭和二十二年五月三日政令第十六号） 

第百六十七条の十 

 普通地方公共団体の長は、一般競争入札により工事又は製造その他についての請負の

契約を締結しようとする場合において、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもつて

申込みをした者の当該申込みに係る価格によつてはその者により当該契約の内容に適合

した履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあつて著しく不適当であると認めるときは、

その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした他の者の

うち、最低の価格をもつて申込みをした者を落札者とすることができる。 

 

第百六十七条の十の二 

 普通地方公共団体の長は、一般競争入札により当該普通地方公共団体の支出の原因と

なる契約を締結しようとする場合において、当該契約がその性質又は目的から地方自治

法第二百三十四条第三項本文又は前条の規定により難いものであるときは、これらの規

定にかかわらず、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち、価格

その他の条件が当該普通地方公共団体にとつて最も有利なものをもつて申込みをした者

を落札者とすることができる。 

○２ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により工事又は製造その他についての請負



の契約を締結しようとする場合において、落札者となるべき者の当該申込みに係る価格

によつてはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

るとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があつて著しく不適当であると認めるときは、同項の規定にかかわらず、その者を落札

者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした他の者のうち、価格そ

の他の条件が当該普通地方公共団体にとつて最も有利なものをもつて申込みをした者を

落札者とすることができる。 

○３ 普通地方公共団体の長は、前二項の規定により落札者を決定する一般競争入札（以

下「総合評価一般競争入札」という。）を行おうとするときは、あらかじめ、当該総合評

価一般競争入札に係る申込みのうち価格その他の条件が当該普通地方公共団体にとつて

最も有利なものを決定するための基準（以下「落札者決定基準」という。）を定めなけれ

ばならない。 

 

◆私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律◆（昭和二十二年四月十四日法律第五

十四号） 

第二条    

○９  この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行

為であつて、公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定す

るものをいう。  

一  不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。  

二  不当な対価をもつて取引すること。  

三  不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。  

四  相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。  

五  自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。  

六  自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の

事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社である場合

において、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為をするように、

不当に誘引し、そそのかし、若しくは強制すること。 

 

◆最低賃金法◆（昭和三十四年四月十五日法律第百三十七号） 

第四条 

  使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支払

わなければならない。  

第九条 

  賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障するため、地域別最低賃金（一定

の地域ごとの最低賃金をいう。以下同じ。）は、あまねく全国各地域について決定されな



ければならない。  

○２  地域別最低賃金は、地域における労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃

金支払能力を考慮して定められなければならない。  

○３  前項の労働者の生計費を考慮するに当たつては、労働者が健康で文化的な最低限

度の生活を営むことができるよう、生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとす

る。 

 

◆公共サービス基本法◆（平成二十一年五月二十日法律第四十号） 

第十一条 

 国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されるよう

にするため、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の確保その他の労働環境

の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

 

 


